
【別紙様式１】

平成１７年度学校経営計画表
１ 学校の現況

学校番号 特３ 学校名 茨城県立霞ヶ浦聾学校 課程 全日制 学校長名 内田 哲夫

（ ）事務 室
教 頭 名 住谷 美秋 青山 正史

長名

養護 常勤 非常勤 寄宿舎指 事務職 技術職
教職員数 教諭 ３６ １ ２ ２ １２ ３ ６ 計 ６３

教諭 講師 講師 導員 員 員等

学部 年(３歳) ２年(４歳 ) ３年(５歳) ４ 年 ５ 年 ６ 年 合 計 合計クラス数1
生 徒 数 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

幼稚部 ３ １ １ ３ ４ ３ ８ ７ ４

小学部 １ １ ０ ２ ３ ０ ２ ２ ０ １ ３ ９ ７ ９1
中学部 ３ ２ １ ２ ５ ５ ９ ９ ６

２ 目指す学校像

聴覚に障害のある子供たちが 『明る く やさし く 自分から 』の校訓のもと，生き生きと学び，将来への夢を育み，自立
を図るため，個に応じた支援をする学校

(1) これまでの本校教育の成果を踏まえ ,教育方針や自立の支援等について共通理解を図りながら創意と活力に満
ちた教育活動を展開し,教育目標の具現化を図る。

(2) 新しい教育の流れを視野に入れて，充実した学部・学年・学級・寄宿舎の経営と分掌部の運営に努め，より主
体的に生きていこうとする力を育むために，協力体制を整え，指導に当たる。

(3) 家庭や関係機関との連携を深めるとともに，開かれた学校づくりに努め，地域の特別支援教育のセンター的な
役割を果たす。

(4) 専門職としての資質の向上に努め，個に応じた指導内容・指導方法の改善充実を図り，障害の状態に応じた指
導に努める。



３ 現状分析と課題（数量的な分析を含む ）。
項 目 現 状 分 析 課 題

基礎学力の向 障害の重度・重複化により，個々の児童生徒の能力，発 個に応じたコミュニケーション手段を
上 達段階等に応じたより適切な内容，効果的な指導が求めら 活用しながら言語力を高め，子どもにと

れるとともに，確かな学力が身に付けられる指導の重要性 ってわかりやすく魅力のある授業を展開
が高まっている。 する。

集団学習の場 幼児児童生徒数は，ここ数年４０人台で推移している。 学習集団の編成の工夫や交流学習の充
の確保 学び合う場としての集団づくりの難しさがある。 実により多様な見方，考え方が身に付く

指導を行う。
教職員の専門 経験豊富な教職員の異動等により，聾教育の専門性の維 教職員一人一人がキャリアアップを目
性の向上 持が危ぶまれている 各自が職務に情熱と使命感を持ち 指して研修計画を作成し段階的に専門性。 ，

計画的・自覚的に研修を行い，専門性の向上に努めること の向上を図る。聾免許保有率を６０％台
が急務である。 にする。

聴覚障害教育 乳幼児スクリーニング検査の影響で，早期教育の相談件 地域への支援として聾教育に関する情
のセンター的 数が増加している。また，特殊教育諸学校在籍児の通級指 報を提供し，できる限り相談活動に応じ
役割 導希望も多い。 る。
施設設備の改 校舎及び寄宿舎は建築後３９年経過して，老朽化してい 改修工事については，必要度の高いも
善 る。また，車椅子使用の児童もおり，施設設備のバリアフ のから順次，年次計画に沿って進めてい

リー化も必要である。 く。

４ 中期的目標
(1) 通じ合う授業を目指して授業研究を活発に行い指導力を高めるとともに，コミュニケーション手段についての
共通理解を図り，幼児児童生徒の発達段階や障害の状態に応じて基礎学力の向上，定着を図る。

(2) 個別の教育支援計画を作成して，早期教育から幼稚部・小学部・中学部と一貫した指導を行い，卒業後の進路
につなげる。

(3) 聾学校の教育を地域へ情報発信するとともに，地域や関係機関との連携を深め，ネットワークを構築して相談
活動を充実させ，在籍人数の増加に努める。

(4) 聾免許取得に向けて，計画的に認定講習や公開講座への参加を働きかけ，平成１８年度末までに保有率６０％
を達成する。

５ 本年度の重点目標
重 点 目 標 具 体 的 目 標 達成状況

◎情報補償と適切な評価の実施 発達段階や障害の状態に応じた確実な情報補償を行い，基礎
学力向上のため指導の充実と適切な評価を行う。

○個別の教育支援計画の作成と実施 前年度の試案をもとに，全校で個別の教育支援計画作成に取
り組み，幼児児童生徒の指導に活用する。

○聾免許保有率の上昇 聾免許保有率を６０％台を目指す。

○情報教育の推進 教育情報ネットワークやＩＴ機器の活用を推進し，児童生徒
が主体的に学ぶ姿勢の確立を目指す。

○関係機関との連携の充実 早期教育，通級指導に関する広報物の作成及び配布。

※◎は，最重 点目標


